
実はここにも 

東北総合通信局は、１月２２日、２０１１年の地上デジタル放送への完全移行に向け、本年の取組概要を「２００９年東北地

域における地上デジタル放送普及促進への取組」として取りまとめました。 

本年は、９５ヶ所のデジタル中継局が開局する予定です。 

世帯カバー率は、現在の９２％（２００８年末）から９４％（２００９年末）に拡大する見込みです。 

「総務省テレビ受信者支援センター（愛称：デジサポ）」の東北各県への設置が本年２月に整い（宮城県は昨年１０月に設

置。）、同センターを中心として受信者支援体制の充実・強化を図るとともに、同センターと東北総合通信局が連携して、地

方公共団体等の協力を得ながら地域住民の方々への周知・説明、サポート、働きかけ等を行います。 

辺地共聴施設、都市受信障害対策共聴施設及び集合住宅における設備のデジタル改修については、改修工事がアナロ

グ放送終了時に殺到しないよう、共聴施設のデジタル化対応を加速化するために、周知徹底と改修工事の促進を図ります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

県 局所数 局   所   名 世帯カバー率 

青森県 １５ヶ所 
三戸南部、大間、今別、佐井、大畑、浅虫、西十和田、東十和田、十和田湖、木野部、小泊、 

平内山口、平内外童子、平内内童子、大鰐虹貝 
９４％ → ９７％

岩手県 ２３ヶ所 
陸前高田、岩泉、山田、湯田、花巻湯口、新里、雫石、大東京津畑、宮古女遊戸、宮古老木、 

一関上大桑、一関小山、大船渡船河原、大東丑石、岩手沼宮内、陸中大野、宮古花輪、 

二戸堀野、大槌桜木、普代田野畑、種市本町、田老、大東前畑 

８１％ → ８７％

宮城県 １２ヶ所 
小原七ヶ宿、女川、石巻、気仙沼鹿折、小野田宮崎、登米、鳴子鬼首、東和米川、唐桑早馬、 

牡鹿、花山、白石越河 
９７％ → ９７％

秋田県 １７ヶ所 
本荘西目、東由利、横堀秋ノ宮、院内、鳥海、大湯、比内、本荘石沢、小坂、東由利黒渕、 

雄物川大沢、由利前郷、小坂濁川、合川根田、合川三木田、象潟、藤里粕毛 
８９％ → ９２％

山形県 １２ヶ所 
温海、飯豊中津川、東山形、東天童、大井沢、飯豊、銀山、最上前森、白鷹下山、白鷹佐野原、 

高畠時沢、鶴岡三瀬 
９５％ → ９５％

福島県 １６ヶ所 
只見、船引、荒海、西古殿、南郷、三春、昭和、天栄、東塙、蓬田、東裏磐梯、棚倉富岡、表郷、 

双葉川内、川俣、長沼 
９０％ → ９３％

合 計 ９５ヶ所  ９２％ → ９４％
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無線局の免許申請等に関する 

手続きは電子申請が可能です。
 
■ 詳しくは電波利用電子申請 HP 

http://www.denpa.soumu.go.jp 

TOPICS1 
２００９年地上デジタル放送普及促進への取組 

 

TOPICS2 
東北地域デジタル・ディバイド解消推進会議を設置 

 

TOPICS3 
「ワイヤレス・ブロードバンド講演会」を開催 

TOPICS4 
電気通信事業紛争処理委員会の概要及びユニ

バーサルサービス制度に関する説明会の開催 

 
TOPICS5 

「情報セキュリティセミナー２００９ ｉｎ 仙台」を開催 

 

TOPICS6 
東北地域における携帯電話及びＰＨＳの普及状況 

 

●当面の行事予定   ●お知らせ 

 アナログテレビ放送終了
地上デジタル放送をご覧いただく

には専用チューナーが必要となります。 総務省2011 年 

 

１．デジタル中継局の開局とデジタル視聴エリアの拡大 

２．受信者に対する支援等の充実・強化 

３．共聴施設のデジタル改修に対する周知と支援 

【デジサポ岩手】 【デジサポ秋田】 【デジサポ山形】 【デジサポ福島】 【デジサポ青森】 

◆東北総合通信局報道発表（平成 21 年 1 月 22 日） 

http://www.ttb.go.jp/hodo/h2101-03/0122a1001.html 

【お問合せ先】：放送部 放  送  課 （TEL 022-221-0696）

有線放送課 （TEL 022-221-0703）
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◆東北総合通信局報道発表（平成 20 年 12 月 18 日） 

http://www.ttb.go.jp/hodo/h2010-12/1218e1001.html 

 

東北総合通信局は、２月１０日、２０１０年度末までのブロードバンド・ゼロ地域の解消と携帯電話のエリア整備に向けて、東

北各県、電気通信事業者、東北総合通信局を構成メンバー、関係省庁の管区機関等をオブザーバーとして「東北地域デジ

タル・ディバイド解消推進会議」を設置しました。 

同会議は、東北地域ブロードバンド推進会議を発展的に解消し、携帯電話を含む東北地域のデジタル・ディバイド解消を

産官が連携して計画的に推進することを目的に設置されたものです。 

会合では、ブロードバンド・ゼロ地域の解消に向けた都道府県ロードマップ（工程表）を確認するとともに、平成２１年度活動

方針として、ブロードバンド・ゼロ地域や携帯電話不感地域の解消、ＩＣＴのメリットに対する理解度の醸成に向けた具体的な

取組内容が承認されました。 

ブロードバンド整備の目標（工程表） 

東北総合通信局は、１月２７日、宮城県仙台市において、東北情報通信懇談会（会長：丸森 仲吾氏/東北六県商工会議

所連合会会長）との共催により、「ワイヤレス・ブロードバンド講演会～電波利用によるブロードバンド環境の整備～」を開催し

ました。 

総務省では、２０１０年度末までにブロードバンド・ゼロ地域の解消を図るための様々な施策を推進しています。 

本講演会では、特に条件不利地域での利活用が期待されているＷｉＭＡＸをはじめとした無線アクセスシステムの政策動向

や今後の展望、取組事例等が紹介されました。 

当日は、地方公共団体や電気通信事業者、ＣＡＴＶ事業者、一般参加者など約１００名の方々が参加され、熱心に聴講さ

れていました。 

■「ブロードバンドにおける電波利用」 

総務省総合通信基盤局電波部基幹通信課長 佐々木 祐二 

デジタル・ディバイド対策の現状と課題（無線システムへの期待）、地域ＷｉＭＡＸ導入の取組、

高出力無線 LAN、ワイヤレスブロードバンドシステム整備への補助等について説明。 

■「地域ＷｉＭＡＸ事業の取り組みについて」 

株式会社ハートネットワークメディア事業局長 伊藤 直人 氏 
（地域ＷｉＭＡＸ推進協議会普及促進部会長） 

４月から愛媛県内でＷｉＭＡＸサービスの開始を予定していることを踏まえ、地域ＷｉＭＡＸサー

ビス開始までの経緯、無線局の概要、導入予定のアプリケーション等について説明。 
【お問合せ先】：無線通信部 陸上課 （TEL 022-221-0682）
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東北総合通信局は、２月６日、宮城県仙台市において、「電気

通信事業紛争処理委員会の概要及びユニバーサルサービス制

度に関する説明会」を開催しました。 

電気通信事業紛争処理委員会は、電気通信事業分野におい

て、増加し、複雑化する紛争事案を迅速・公正に処理するための

専門組織として、平成１３年１１月３０日に設置されました。 

また、ユニバーサル制度は、電気通信事業法に定められたユ

ニバーサルサービス（加入電話・公衆電話・緊急通報）の提供費

用を電話会社が協力して負担する制度です。 

本説明会では、電気通信事業紛争処理委員会の役割や業務

内容の説明が行われたほか、ユニバーサルサービス制度の概要

や最近の動向、今後の制度の在り方等について紹介されました。

当日は、消費生活センターや電気通信事業者、ＣＡＴＶ事業者

など約３０名の方々が参加され、熱心に聴講されていました。 
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東北総合通信局は、２月１９日、宮城県仙台市において、宮城県警察本部、東北情報通信懇談会（会長：丸森 仲吾氏/東

北六県商工会議所連合会会長）、東北電気通信協力会（会長：浅谷 友一郎氏／ＮＨＫ仙台放送局長）との共催、情報セ

キュリティ政策会議（議長：内閣官房長官）の後援により、２月２日の「情報セキュリティの日」に関連した行事として、「情報セ

キュリティセミナー２００９ ｉｎ 仙台」を開催しました。 

情報セキュリティの日は、情報セキュリティの向上への機運を全国的に波及・浸透させるとともに、広く官民における意識と

理解を深めることを目的に、情報セキュリティ政策会議において設けられたものです。 

本セミナーでは、企業・行政機関等の情報システムの利用者・責任者、一般のインターネット利用者等を対象に、情報セ

キュリティに対する様々な脅威と、その対応策の実例や情報セキュリティ対策の最近の動向等について紹介されました。 

当日は、様々な分野から１００名を超える方々の参加をいただき、質問が多く出されるなど、情報セキュリティに対する関心

の高さが伺えました。 

■「電気通信事業者間等のトラブル解決について」 

総務省電気通信事業紛争処理委員会事務局紛争処理調査官 矢島 勲 

■「ユニバーサルサービス制度の最近の動向について」 

総務省総合通信基盤局電気通信事業部料金サービス課課長補佐 町田 誠 

電気通信設備の接続・共用、無線局の開設等に伴う混信防止等をめぐるトラブルについて、電気通信事業紛争処理

委員会が行うあっせん・仲裁による解決、「電気通信事業者」相談窓口等について説明。 

ユニバーサルサービス制度の概要と必要性、現状について説明するとともに、制度の見直しの内容や今後の在り方

について紹介。 

◆東北総合通信局報道発表（平成 21 年 1 月 9 日） 

http://www.ttb.go.jp/hodo/h2101-03/0109b1001.html 

【お問合せ先】：情報通信部 電気通信事業課 （TEL 022-221-0626）

◆東北総合通信局報道発表（平成 21 年 1 月 22 日） 

http://www.ttb.go.jp/hodo/h2101-03/0122c1001.html 

【お問合せ先】：総務部総務課 企画広報室 （TEL 022-221-0638） 

■「情報セキュリティ ～ 組織が取り組むべきこと 一人一人が意識すべきこと ～」 

株式会社シマンテック グローバルコンサルティングサービス ジャパン 

プリンシパル コンサルタント 中山 裕之 氏 

■「企業等を対象としたサイバー犯罪の現状と対策」 

宮城県警察本部 サイバー犯罪対策室 

サイバー犯罪捜査指導官 横山 裕 氏 
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東北総合通信局は、平成 20 年 12 月末の携帯電話及びＰＨＳの加入契約数等について取りまとめました。 

携帯電話及びＰＨＳの加入契約数及び人口普及率 

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 東北管内合計 全国合計
6,719,430 110,394,996

（携帯電話：6,493,521） （携帯電話：105,825,177）
（ＰＨＳ：  225,909） （ＰＨＳ：   4,569,819）

人口普及率 65.7% 65.4% 80.4% 65.7% 69.2% 69.3% 70.5% 86.9%

743,244 826,708 1,438,428加入契約数 939,973 893,195 1,877,882

（平成 20 年 12 月末現在）
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※各県別の加入契約数及び人口普及率については、事業者ごとに集計方法が異なるため、必ずしも有効な数値ではありません。 

※人口普及率の母数となる人口は、平成 20 年住民基本台帳に基づく人口（平成 20 年 3 月 3１日現在）を使用しています。 

ブ 契 度

※各県別の加入契約数については、事業者ごとに集計方法が異なるため、必ずしも有効な数値ではありません。 

（単位：千契約） （単位：万契約）

東北 全国 

◆ 東北総合通信局報道発表（平成 21 年 2 月 25 日） 

http://www.ttb.go.jp/hodo/h2101-03/0225b1001.html 

【お問合せ先】：情報通信部 電気通信事業課 （TEL 022-221-0626）

 

詳細が決まりしだい「http://www.ttb.go.jp/event/seminar.html」でお知らせします。 

行事名 開催日 開催場所

電波の安全性に関する説明会 ｉｎ いわき ３月１１日（水） 福島県いわき市

放送セミナー２００９ ３月１２日（木） 宮城県仙台市

ビル陰等共同受信施設や集合住宅等の地デジ対応に関する説明会 ３月１８日（水） 山形県三川町

６ 

 

東北総合通信局ホームページの 

ＵＲＬが変更になります。 
東北総合通信局ホームページのＵＲＬが３月１７日か

ら次のとおり変更となります。 

当局ホームページにリンクをいただいている場合

は、お手数ですが設定の変更をお願いいたします。 
 

【新ＵＲＬ】 

http://www.soumu.go.jp/soutsu/tohoku/ 

 

東北総合通信局では、ＩＣＴによる快適で安心できる東北地域の実現に向け、最

新の情報を配信しています。メールニュースの配信を希望される方は、当局ホーム

ページ「http://www.ttb.go.jp/」（３月１７日以降は右記ＵＲＬ）からお申し込みください。  

参考：携帯電話及びＰＨＳ加入契約数の年度末推移 
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全国平均：86.9％ 

東北平均：70.5％ 


